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研究成果の概要： 障害のある子どもの教育に，ICF（国際生活機能分類）の理念と方法を適
用することにより，①子どもの主体性を尊重し自己実現に向かうための生活の在り様と，②そ
こでの本人の主観的育ちの捕捉，③支援者の関与の在り様を具体的に吟味するうえでの有効性
が示された。しかし，その前提として，本人のニーズを教育指導の目標に反映させ、教育実践
を本人と共有していく過程で踏まえるべき要件を明確に規定することが必要であり，今後の課
題となった。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

2007 年度 2,500,000 750,000 3,250,000 

2008 年度 2,200,000 660,000 2,860,000 

年度  

  年度  

総 計 8,100,000 2,430,000 10,530,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・特別支援教育 
キーワード：特別ニーズ教育，個別の教育支援計画，ＩＣＦ，実践モデル 
 
１．研究開始当初の背景 
 

障害児教育の現場では今日，「今後の特別
支援教育の在り方について(最終報告)」
(2003 年)が示した「個別の教育支援計画」の
策定に大きなエネルギーを注いでいる。「個
別の教育支援計画」の策定はもともと，“活
動し参加する力の向上”を目指すわが国の障
害者基本計画「重点施策五か年計画」(内閣
府,2002 年）で示されたものである。つまり，
学齢期段階の教育支援計画は，障害をもつ
人々の自己実現を図るという人生の目標に
向けて，すべてのライフステージにおける支

援との連続性が重視されなければならない。
そのためには，当事者や保護者のニーズをふ
まえながら，それぞれのライフステージの
様々な局面でかかわる教育，福祉，医療など
の関係者の緊密な連携が不可欠である。そし
て，その連携を単なるモザイク的集合ではな
く，目標と方法が共有されるチームアプロー
チとして進めるうえで，学齢段階をとおして
かかわる教員が“キーパーソン”になること
が強く期待されている。しかしながら，現状
ではなお，そのような理念と目標が個別事例
への教育的支援の最適化という具体的な形
で教育現場に結実しているとは言い難い。実
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際には，特別支援教育という新たな制度面で
の対処に追われ，「個別の教育支援計画」を
たてること自体が目的化され，日々の教育実
践と結合していない状況さえ生まれている。 

他方，国際生活機能分類(ICF）は 2001 年
の WHO 総会で採択された。従来の障害分類と
は異なり，人間の生活機能を「心身機能」「活
動」「参加」という階層構造で捉え，障害の
ある人についても障害の影響を受けていな
い部分も含めた主体的な総体として捉える
こと，健康状態や障害を規定するものとして
「個人因子」と「環境因子」の両面を視野に
入れることなどが提起されている。そして，
障害のある人の潜在能力の開発と発揮のた
めの機会を社会的に保障しようとする積極
的なものである。近い将来において疑いもな
く障害理解の“世界標準”となる。ただ，ICF
がきわめて広範な体系であることもあって，
現時点では教育の分野などへ十分に浸透し
ているとはいえない。このため，ICF の理念
と方法に基づく「個別の教育支援計画」の体
系的実践モデルを策定するための研究に着
手した。 
 
 
２．研究の目的 
 

本研究は「個別の教育支援計画」が当該事
例への教育的支援として最適なものとして
策定され，実践されることを目指す。この目
標達成へ向けて，これまで障害児教育の場で
蓄積されてきた障害の評価・診断や指導体系
などの成果と実績を十分に踏まえたうえで，
障害理解の“世界標準”たる ICF の理念とパ
ラダイムを活用した教育支援計画の策定を
試みたものである。特に，①当事者の生涯に
わたる自己実現という大きな目標の下での
位置づけと連関を明確にする，②教師がキー
パーソンとなって異なる領域の専門家たち
とのチームアプローチの遂行を可能にする
ことを中心検討課題に据えて計画をつくり，
③その妥当性と有効性を実際の継続的支援
過程のなかで検証する。そして，④その成果
を「個別の教育支援計画策定とその実践モデ
ル」として体系化することを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 

 
目的を達成するために研究期間を４年間

とした。まず，年度別の主要研究課題を以下
のように設定した。 
1）2006 年度：ICF 理念にもとづく教育支援
計画策定とその支援・評価について，1 例の
肢体不自由事例をもとに「原型」を作成した。
原型作成にあたっての個別課題を以下のよ
うに設定した。 

①対象事例の発達と障害に関する基礎資料
分析 
②教育支援計画の策定 
③教育支援計画決定プロセスの検討 
④教育支援計画の実践と評価 
本研究では障害もつ児童・生徒を対象とす

ることから，研究実施上の倫理を遵守ととも
に，個人情報の保護とプライバシーへの配慮
に十分な対策を講じる必要があった。まず，
対象者とその保護者（代諾者）に研究内容を
十分に説明し，対象者になることの同意（イ
ンフォームドコンセント）を文書によって得
た。また，本研究で設定している「個別課題
③教育支援計画決定プロセス」自体が，全研
究期間にわたって対象者とその保護者（代諾
者）の意向を最大限に重視して進めるべき研
究課題であることから，本研究では計画その
ものの中に，倫理・人権に関する配慮が組み
込まれている。さらに，本研究の対象となる
事例は，研究代表者・分担者・連携研究者５
名がこれまで何らかの形で支援に関与して
きた児童・生徒であり，本人とだけではなく
その保護者，そして関係する学校・施設・病
院スタッフとも交流があり，本研究の意図は
すでに十分に理解されている。このように，
本研究計画を実施するうえでの倫理の遵守，
個人情報の保護とプライバシーへの配慮に
は万全を期した。 
 
2）2007 年度：多様な障害事例への「原型」
の適用とその実践的検証を開始した。対象と
した障害事例は，学齢期の学習障害・アスペ
ルガー障害・重度重複障害・聴覚障害・言語
障害である。 
 
3）2008 年度：前年度課題の継続と，「教育支
援計画策定および支援・評価マニュアル」を
作成した。 
 
 
４．研究成果 
 
年度別研究課題と成果の概要は以下のと

おりである。 
1）2006 年度：ICF 理念にもとづく教育支援
計画策定とその支援・評価の「原型」を作成
した。肢体不自由養護学校在籍事例(脳性ま
ひ)を対象に，①発達・障害に関する基礎資
料分析，②ニーズ把握と目標設定，③インフ
ォームド・コオペレーションを導入した計画
作成手続きと専門家チームによる協働の具
体化，④計画の実践と評価，を実施してモデ
ルとなる「原型」を作成した。この原型作成
過程を通して，理念に基づく教育実践目標の
設定が「ICF 生活機能モデル」適用に重要な
鍵となることが確認された。併せて，教育目
標設定には，ICF 理念を踏まえることが重要



 

 

であることを具体的に確認できた。この他，
前記 2事項を踏まえて実践を実施する過程で
は，生活機能モデルを用いることで支援担当
者間の理解がより正確に共有され，共通言語
としての有効性が確認された。 
 

2）2007 年度：多様な事例への「原型」の適

用とその実践的検証を行なった。障害の種

類・程度，年齢，教育・生活条件などが異な

る 10 名の事例へ「原型」を適用した教育支

援計画をつくり，実践に移した。この過程で，

上述の「②」及び「③」に関する新たな原理

とより有効な方法論の見通しが得られ，具体

化に向けた検討の必要性が明らかとなった。 

 

3）2008 年度：前年度課題の継続と「教育支

援計画策定および支援・評価の手引き」を作

成した。各事例への支援を継続し「原型」適

用の妥当性の実践的検証を試みた。ICF-CY 導

入の必要性が生じたこともあり，これまでの

成果を「事例集(暫定版)」として 2009 年 3

月：実践事例集「特別支援教育とＩＣＦ－Ｉ

ＣＦは障害児教育の課題を継承し、克服する

のか－」を公表した。この事例集を、石川県

内の特別支援学校をはじめとして、全国の特

別支援教育の研究機関（大学と附属特別支援

学校）に配布し広く意見を求めた。 

 この結果，ICF の理念と生活機能モデルの

理解と活用に関する現状において，多くの誤

解が生じていることが明確となった。特に，

教育実践目標の設定と生活機能モデルの乖

離により，生活機能モデルを適用すれば，教

育実践目標が自動的に導き出されるかのよ

うな誤解のあることが明らかとなった。この

原因としては，ICF 理念が軽視され「生活機

能モデル」のみがツールとして用いられるこ

とにあると分かった。生活機能モデルの適用

により教育実践目標が設定されることによ

る弊害は，教育実践や支援が本人の要求や意

思とは無関係に進められることである。そし

てこのことは，ICF 理念にある主体性の尊重

と自己決定の有り様を阻害する。このように，

理念と生活機能モデルの関係性の誤解が障

害児教育領域での活用の障壁となっている

ことが明らかとなった。 

 

以上の研究成果を踏まえ，以下の新たな課

題の解明が重要となった． 
①ICF を障害児教育に適用する上での前提を
吟味すること。すなわち，これまでの障害児
教育が積み残してきた課題との関係で，ICF
の理念と方法（生活機能モデル）について、
その妥当性と有効性を検討すること。 

②ICF の理念に基づき，当事者の主体性が反

映される具体的支援目標を設定する際の要

件を明確化した設定原理の解明。 

③その後の支援との連続性を重視したチー

ムアプローチによる教育支援計画が備える

べき要件の明確化。 

④前記①～③を踏まえ，多様な事例での継続

支援過程を通した，目標・計画・方法の妥当

性と有効性の検証。 

⑤「個別の教育支援計画策定とその実践モデ

ル」の体系化と公開。 
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